























ある （澤邉・飛田 , 2009a, 74頁）。MC の定義は「マネジャーが組織行動のパターンを維持また
は変更させるために用いる、フォーマルな情報に基づいた手順や手続き」（Simons, 1995, p.5） 
や、「組織の戦略を実行するために、マネジャーが組織の他のメンバーに影響を与えるプロセ




（横田・金子 , 2014, ７頁）。すなわち、組織経営における「全体最適」と「部分最適」の両立
を目指すものである。その意味で、MC は組織が立案する戦略の成否の鍵を握る重要な概念で







題となっている。この点について、伊藤 （2019, 94頁） は「MC には、製品やプロセスに関して、
従来よりも大きく軌道を変化させるイノベーション創出（新規事業の創造）も期待される。」
と指摘している。この指摘に関連する既存研究としては、次節にて述べる Simons （1995） が
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提唱した４つのコントロール・レバー （levers of control） の議論をもとに、MC がイノベー
ションを促進させる可能性を肯定的に議論している先行研究が複数見られる （Bisbe and 
Malagueño, 2009ほか）。Simons （1995） が当該フレームワークを提示して以降、MC は組織の





（高瀬 , 1989, 41頁）、すなわち慣性が存在すると考えられており、程度の差はあれども、この
慣性はどのような組織においても観察されるものであるとされている。組織はこの慣性の影響
を強制的に受けることによって、外部環境上の脅威に直面しても戦略や組織構造の革新的な変




ているなど （小城 , 2016, 52頁）、組織の慣性の特徴である変化への適応困難性が強調されてい










て本研究で使用するフレームワーク、すなわち４つのコントロール・レバー （Simons, 1995） 




（１） ４つのコントロール・レバー （Simons, 1995）
　MC のフレームワークとしては様々なものが提示されているが、Simons （1995） のフレーム
ワークは、構成が４つのコントロール・レバーのみとシンプルでありつつ、会計コントロー
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ル・システムと非会計コントロール・システムの両方が含まれている点、および既存研究にお






　Simons は MC を「マネジャーが組織の活動様式を維持または変化させるために活用する、
情報に基礎を置いたフォーマルな手順や手続き」と定義した。そのうえで、「理念 （belief） コ























（organizational inertia） を論じた Hannan and Freeman （1977） が注目を浴びて以降である。
組織の慣性の定義は、先述した高瀬 （1989） のほか、「組織の規模や複雑さ、内部依存性、組
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組織内部の制約 組織外部からの圧力
埋没コスト 転用困難な既存資産の存在 参入・退出障壁 法律等の規制による参入・退出制限
情報の制約 入手可能な情報の不完全性 情報の制約 高コストな外部情報とその不完全性
組織内調整 不利益部門の抵抗と社内調整の増加 正当性の有無 外部からの評価の維持欲求
組織の規範 歴史的規範からの逸脱への抵抗 集合的合理性 他の組織と同様の行動による同質化
出典：Hannan and Freeman （1977）， pp.931-932をもとに筆者作成
織の構造やシステム、手続きおよび一連のプロセスに根差した、変化に抵抗する傾向」 
（Tushman and O’Reilly, 1996, p.18） など、研究者によってほぼ同一である。そこで本研究では、
「当該論点において主流派」（Schwarz, 2012, p.548） となっている Hannan and Freeman （1977; 
1984） の「構造的慣性」を主に用いて、組織の慣性についての議論を進める。
　Hannan and Freeman （1984） によると、組織の外部環境への適応は、「外部環境変化のパ
ターン」と「組織の適応能力」との対応関係に依る。これらが調和するときには環境適応が実
現し、そうでないときには環境変化と組織内部の変化とのギャップが発生し、構造的慣性が増
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段階で実施する MC に関するフィールド・スタディを行った。まず、Wall Street Journal と









































Simons （1994） のフィールド・スタディの成果を拡張し、MC 研究の理論的発展に貢献できる
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と考えられる。しかしながら、当該論点はこの Simons （1994） を除いて先行研究がほとんど
存在せず、仮説を構築するための十分な知見が得られているとは言いがたい。そこで、本研究





































目は、Henri （2006）、Widener （2007）、福島 （2011a） ならびに福島 （2011b） 等の先行研究で
使用されている項目を参照して作成した。 
業種区分 　　　　　発送数 　　　　　回収数 　　　　　回収率
食品 139 2 1.4%
エネルギー資源 19 1 5.3%
建設・資材 328 15 4.6%
素材・化学 294 13 4.4%
医薬品 85 5 5.9%
自動車・輸送機 95 10 10.5%
鉄鋼・非鉄 82 7 8.5%
機械 233 5 2.1%
電気・精密 309 19 6.1%
情報通信・サービスその他 966 49 5.1%
電気・ガス 24 0 0.0%
運輸・物流 123 2 1.6%
商社・卸売 334 23 6.9%
小売 360 17 4.7%
銀行 90 2 2.2%
金融（除く銀行） 90 4 4.4%
不動産 128 6 4.7%
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平均値 標準偏差 最大値 最小値
1．貴社の以下の項目について、直近3年間の実績平均はどの程度ですか？
１）組織全体の売上高 4.12 1.15 ７ １
２）組織全体の営業利益率 3.86 1.28 ７ １
３）新たに市場に投入した製品 / サービスの売上高 3.63 1.16 ７ １
４）新たに市場に投入した製品 / サービスの利益率 3.64 1.17 ７ １
2．貴社の直近3年間における以下の活動は、競合と比較してどのような状況ですか？
5）新しいアイデアに基づいて開発した製品 / サービスの市場へのリリース 4.12 1.13 ７ ２
6）新たな市場の開拓や参入 3.98 1.24 ７ １
７）新たな顧客獲得のための販促活動 4.11 1.00 ７ １
8）既存の製品 / サービスを改善・改良した製品 / サービスの市場へのリリース 4.22 1.01 ７ １
9）既存の市場における市場シェアの維持 4.41 1.07 ７ １
10）既存顧客へのフォローアップ体制の維持 4.49 0.94 ７ １
3．以下の状況は貴社にどの程度当てはまりますか？
11）新しいアイデアがプロジェクト化されやすい 4.22 1.27 ７ １
12）技術的な新発見が受け入れられやすい 4.27 1.27 ７ １
13）経営陣は新しいアイデアや事業機会を積極的に探している 5.05 1.20 ７ ２
14） 新しいアイデアが上手くいかなかったときは減給等のペナルティが課せられる
（逆転）
6.26 1.03 ７ ２
15）新しいアイデアが上手くいかなかったときは組織内にいづらい雰囲気がある（逆転） 6.01 1.14 ７ ２
16）新しいアイデアはリスクが大きいと判断され、反対されることが多い（逆転） 4.71 1.34 ７ １
17）貴社の理念は、全ての正規従業員に浸透している 4.75 1.29 ７ １
18）貴社の理念は、正規従業員を鼓舞することができている 4.51 1.21 ７ ２
19）経営陣は、すべての正規従業員に貴社の社会的な存在意義を伝えている 4.95 1.33 ７ １
20）正規従業員は、組織の社会的な存在意義を認識している 4.65 1.16 ７ ２
21）正規従業員が行うべき適切な行動を規定する行動指針が貴社にはある 5.88 1.25 ７ ２
22）正規従業員が行うべきでない行動を規定する行動指針が貴社にはある 5.19 1.62 ７ １
23）貴社の行動指針は正規従業員に浸透している 5.06 1.24 ７ ２
24）貴社には回避すべきリスクを正規従業員に知らせる仕組みがある 4.92 1.30 ７ １
4．貴社では、経営陣を含む管理職のための以下の仕組みがどの程度活用されていますか？
25）目標達成までの進捗を継続的に確認するための仕組み 5.09 1.29 ７ １
26）活動の成果を測定するための仕組み 4.83 1.27 ７ １
27）期待値（予算や個別の目標）と結果を比較するための仕組み 5.08 1.26 ７ １
28）重要な業績指標（KPI）をレビューするための仕組み 4.89 1.35 ７ １
5．貴社では、以下のような「場・機会」が仕組みとしてどの程度活用されていますか？
29）何らかの指標をベースとした、上司や部下の議論を促進する場・機会 4.67 1.27 ７ １
30）組織の活動計画やその前提などについて、上司や部下が継続的に議論する場・機会 4.60 1.30 ７ １
31）組織の重要な課題にフォーカスして、上司や部下が議論する場・機会 4.61 1.27 ７ １
32）組織・部署内の共通認識をつくりあげるための議論の場・機会 4.61 1.26 ７ １
6．以下の状況は貴社にどの程度あてはまりますか？
33） 製品 / サービスの提供や日常業務の遂行に欠かせない、特定の資産やノウハウ、人材
が存在している
4.94 1.23 ７ ２
34）経営陣や管理職は、意思決定を行う上で十分な情報を得ることができている（逆転） 2.91 1.02 6 １
35） プロジェクト等を行う上では、正規の決定会議のほかに部署間の事前協議や合意形成
が行われることが多い
5.23 1.16 ７ １
36）貴社の歴史を通して培われてきた社内の規範・ルールが存在する 5.32 1.12 ７ ２
37）貴社の属する業界は、法律や会計等の面でのルールによる規制が多い 4.67 1.50 ７ １
38）環境変化が大きいため、外部から取得する情報はすぐに古いものになってしまう 4.17 1.28 ７ １
39）提供している製品 / サービスは、取引先を含む関係各所から高い評価を得られている 5.19 1.00 ７ ２
40）業界全体としては、各社とも横並びの傾向が強い 3.84 1.39 ７ １
7．貴社を取り巻く外部環境の変化の特徴について、以下の状況はあてはまりますか？
41）事業環境が変化するとき、その変化規模は大きい 4.80 1.38 ７ １
42）事業環境が変化するとき、その変化スピードは速い 4.77 1.37 ７ ２
43）事業環境の変化は不定期に発生する 4.91 1.32 ７ ２
8．外部環境の変化に対する貴社の対応について、以下の状況はあてはまりますか？
44）外部環境の変化について、情報を収集し、分析・評価するスピードは速い 4.15 1.21 ７ １
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（４） 変数の設定












1 2 3 4
第1因子：理念コントロール
Q18 貴社の理念は、正規従業員を鼓舞することができている .855 -.060 .036 -.078
Q19 経営陣は、すべての正規従業員に貴社の社会的な存在意義を伝えている .836 .092 .031 -.108
Q20 正規従業員は、組織の社会的な存在意義を認識している .834 .020 .081 -.112
Q17 貴社の理念は、全ての正規従業員に浸透している .743 -.080 .004 .085
Q23 貴社の行動指針は正規従業員に浸透している .530 .001 -.093 .450
クロンバックのα係数　.888
第2因子：診断コントロール
Q27 期待値（予算や個別の目標）と結果を比較するための仕組み .107 .945 -.132 -.034
Q25 目標達成までの進捗を継続的に確認するための仕組み -.125 .921 .090 .024
Q26 活動の成果を測定するための仕組み -.037 .862 .034 -.056





.066 -.067 .956 -.065
Q31  組織の重要な課題にフォーカスして、上司や部下が議論する場・機会 .002 -.003 .924 .034
Q29  何らかの指標をベースとした、上司や部下の議論を促進する場・機会 -.026 .115 .814 .011
Q32  組織・部署内の共通認識をつくりあげるための議論の場・機会 .106 .067 .694 .099
クロンバックのα係数　.942
第4因子：境界コントロール
Q22 正規従業員が行うべきでない行動を規定する行動指針が貴社にはある -.253 -.076 .088 .866
Q21 正規従業員が行うべき適切な行動を規定する行動指針が貴社にはある .145 .109 -.142 .667
Q24 貴社には回避すべきリスクを正規従業員に知らせる仕組みがある .135 -.005 .138 .527
クロンバックのα係数　.735
注）主因子法 Kaiser の正規化を伴うプロマックス回転後の因子パターン
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（b）従属変数
　組織論の領域では、組織の慣性についての定量的な実証研究の蓄積がある （Dean and Snell, 
1991; Kelly and Amburgey, 1991; Tushman and O’Reilly, 1996, Ruef, 1997; Shimizu and Hitt, 
2005など）。代表的な実証研究の中で用いられた組織の慣性の代理変数をまとめたものが表5
である。これらの要素は相互に排他的というわけではなく、どれも同時に発生しうる。また、





果から変数の操作化を行ったものが Dean and Snell （1991） 以外にほとんど存在せず、かつ当
該研究も組織規模やパフォーマンス、親会社への依存有無といった、先述したような組織の状











組織規模 Dean and Snell (1991), Kelly and Amburgey (1991),
Tushman and O’Reilly (1996), Ruef (1997), Shimizu and Hitt (2005)
存続年数 Kelly and Amburgey (1991), Ruef (1997)
過去の経験 Kelly and Amburgey (1991), Shimizu and Hitt (2005)
組織の複雑さ Tushman and O’Reilly (1996) ,Ruef (1997)
組織業績 Dean and Snell (1991)
親会社への依存性 Dean and Snell (1991)
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うえでは、外部環境変化のパターンも考慮する必要がある （Hannan and Freeman, 1984）。こ
の観点に基づき、「環境変化の規模」「環境変化の速さ」「環境変化の規則性」を、外部環境変
化の特性に関する質問項目として設定した （質問41～43）。






Q42 事業環境が変化するとき、その変化スピードは速い .918 -.062 -.037
Q41 事業環境が変化するとき、その変化規模は大きい .795 .059 -.012
Q43 事業環境の変化は不定期に発生する .654 .035 -.110
Q38 環境変化が大きいため、外部から取得する情報はすぐに古いものになってしまう .520 -.059 .125
Q34 経営陣や管理職は，意思決定を行う上で十分な情報を得ることができている （逆転） .054 -.776 .008
第2因子
Q39 提供している製品 / サービスは、取引先を含む関係各所から高い評価を得られている -.020 .738 -.210







Q37 貴社の属する業界は、法律や会計等の面でのルールによる規制が多い .062 -.050 .654
Q36 貴社の歴史を通して培われてきた社内の規範・ルールが存在する .017 .265 .481
Q40 業界全体としては、各社とも横並びの傾向が強い -.105 -.134 .409
注）主因子法、Kaiser の正規化を伴うプロマックス回転後の因子パターン
表6　探索的因子分析の結果
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　一方で、本研究では，構造的慣性の概念として Hannan and Freeman の説に依拠している。
第２節にて述べたように、構造的慣性は外部環境と内部環境の変化速度やパターンが異なる際

























理念 C 境界 C 診断 C 双方向 C 構造的慣性
理念 C １
境界 C .605*** １
診断 C .532*** .518*** １
双方向 C .619*** .572*** .644*** １
構造的慣性 .296*** .236*** .236*** .234*** １
注）Pearson の相関係数 *** p< .01
表8　各変数間の相関係数



















２節で述べたように、Hannan and Freeman は変化を妨げる内部要因であると主張している 








「共通の価値観」として機能する （上埜ほか , 2017, 85頁）。組織はこの経営理念によって活力






フィロソフィ教育」（上總 , 2017, 270頁） とされている。そして、一般的に経営理念は一度策
定されると長期間変更されない。このような場合には「強烈な経営理念」自体が埋没コスト化
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　 ま ず、 組 織 の 規 模 （Dean and Snell, 1991; Kelly and Amburgey, 1991; Tushman and O’
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モデル１ モデル２ モデル３ モデル４ モデル5 モデル6











（定数） .145 .139 .139 .141 .141 .142
従業員数 -.009 .000 -.051 .000 -.051 .000 -.051 .000 -.044 .000 -.028 .000
存続年数 -.018 .002 .002 .002 .002 .002 -.036 .002 -.012 .002 -.009 .002
３ヶ年平均営業利益率 -.064 .004- -.033 .004- -.033 .004 -.047 .004 -.069 .004 -.049 .004
業種ダミー（代表5業種）
エネルギー・資源 .062 .915 .063 .880 .063 .880 .077 .889 .090 .893 .068 .895
電気・精密 .120 .224 .078 .219 .078 .219 .101 .218 .071 .222 .094 .221
運輸・物流 -.125 .657 -.097 .635 -.097 .635 -.146** .639 -.126 .637 -.118 .643
商社・卸売 -.150** .208 -.180** .201 -.180** .201 -.165** .202 -.195*** .205 -.156** .204
銀行 .107 .653 .071 .633 .071 .633 .072 .639 .077 .638 .096 .639
理念コントロール .170 .099 .284*** .072
境界コントロール .098 .101 .253*** .076
診断コントロール .139 .096 .258*** .072
双方向コントロール -.027 .101 .216*** .069
調整済み決定係数 .032 .109 .104 .089 .090 .074
F 値 1.748 2.834*** 3.309*** 2.945*** 2.959*** 2.580***
注）*** p< .01，** p< .05
表9　構造的慣性を従属変数にした重回帰分析
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